
次世代法に基づく一般事業主行動計画 

 

株式会社システック井上 
策定日：令和 5 年１２月１日 

変更日：令和 7 年１１月１日 

 

  従業員が仕事と子育てを両立させることができ、従業員是認が働きやすい環境を作ることによって、 

全ての従業員がその能力を十分に発揮できるようにするため、次のように行動計画を策定する 

 

1．計画期間  令和５年１２月１日～令和８年１１月３０日まで 

 

2．内  容 

目標１ 年間平均１０日以上の年次有給休暇を取得する 

〈対策〉 

・令和５年 12 月～  年次有給休暇の取得状況について実態を把握する 

・令和６年 6 月～  社内での対策に向けた検討を開始する 

・令和 6 年 7 月～  業務の外部委託による業務負荷軽減を行う 

・令和 6 年 10 月～  DX による業務の効率化などの取り組みを実施する 

仕事の属人化排除による複数担当制を確立する 

・令和 6 年 12 月～  取得奨励に向け全社員への周知を図る 

 

目標２ 男性の育児休業取得率５０％以上 

〈対策〉 

・令和 5 年 12 月～ 育児休業取得状況について実態を把握する 

社内での検討を開始する 

・令和６年 ６月～  経営会議にて管理者に推進教育を行う 

・令和６年 ８月～  社内グループウェアにて育児に関わる情報（子供の誕生・育休取得・ 

時短勤務等）の周知し、父親の育休に関する休暇取得率を向上させ、 

育児をしながら働きやすい配慮のある職場の空気を醸成する 

・令和 7 年 11 月～  育児休業取得に向けた、対象社員および上司、人事担当者の３者面談を 

実施する 

・令和 7 年 12 月～  ⾧期の育児休業取得が可能となるような環境整備としての業務の 

属人化排除、多能工化の推進、業務ローテーションを実施する 

 

目標３ フルタイムの労働者の法定時間外・法定休日労働時間の平均を各月 30 時間未満にする 

〈対策〉 

・令和 7 年 12 月～  所定外労働時間の状況について実態を把握する 

・令和 7 年 12 月～  残業時間削減に向け全社員への周知を図る 

・令和 8 年１月～  社内での対策に向けた検討を開始する 

・令和 8 年 4 月～  DX による業務の効率化などの取り組みを実施する 

 


